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理　由　　一団地開発で形成された本地区の良好な住環境の維持・保全を図るため定めるものと

　中央公園　0.17ha　　北　公園　0.13ha

　南　公園　0.12ha

公 園

「区域及び地区整備計画は計画図表示のとおり」
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　また、防災等に配慮して垣又はさくの構造の制限を行い、同時に生垣

による緑化の推進を図る。

公　　園　　　５ヶ所　　４．４８ｈａ

　運動公園　2.39ha　　緑地公園　1.67ha　　　　　　
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地区計画の目標

 住宅街は全体として低層住宅地にふさわしい土地利用を図っていくと

ともに、町道２－２９号線沿線の商店街は周辺環境との調和の取れた生

活利便施設ゾーンとして、土地利用の明確化を図ることにより、住環境

の向上・利便性の向上を図るものとする。

川越都市計画地区計画の変更（川島町決定）

　川島町八幡１丁目から５丁目の全部

面 積 　約２７．５ha

名 称

位 置

　整備されている公園の機能、環境等が損なわれないよう維持保全を図

るものとする。

　建築物の用途の混在化、敷地の細分化などによる住環境の悪化を防止

し、地区の目的に沿った市街地環境を実現するため、建築物等の用途の

制限、建築物の敷地面積の最低限度、壁面の位置の制限、建築物等の高

　本地区は、川島町の北西に位置しており、埼玉県企業局が基盤整備を

おこない、埼玉県住宅供給公社による一団地開発で緑豊かな自然環境に

　現在の良好な住環境の維持・保全を図り、安全で快適なまちづくりを

恵まれた低層住宅地を形成してきた。

目標とする。

さの最高限度及び建築物の形態又は意匠の制限を行なう。



区分の名称

区分の面積
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　「区域、地区整備計画区域及び壁面の位置の制限は、地区整備計画のとおり」
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するに至った場合は、当該規定を適用する。

建築物等の用途

の制限

敷地について、その全部を一の敷地として使用する場合は当該規定を適用

しない。なお、１７０㎡未満の敷地が１７０㎡以上となり当該規定に適合

建築物の軒の高さの最高限度額は、８ｍ以下とする。

５　一戸建住宅

６　建築基準法別表第２（い）項第９号に掲げる公益上必要な建築物

壁面の位置の制限

建築物等の高さ

地区の区分

　建築物の高さの最高限度は、１０ｍ以下かつ地階を除き３階以下とし、

３　診療所

４　前各号の兼用住宅

１　建築基準法施行令第１３０条の５の３で定めるもの

２　事務所

約　３．２ｈａ
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Ａ地区　（商店街）

　次の各号に掲げる建築物以外の建築物は、建築してはならない。

の最高限度

建築物の敷地

面積の最低限度

７　全各号の建築物に附属するもの

　建築物の敷地面積の最低限度は、１７０㎡以上とする。但し、当該規定

が定められた時点において本地区整備計画の規定に適合しないことになる

又は意匠の制限

　盛土は、現況地盤高より盛土してはならない。但し、植栽の維持管理を

するため、最低限度の盛土はこの限りではない。

垣又はさくの

構 造 の 制 限

建築物等の形態
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区分の名称

区分の面積

壁面の位置の制限

　「区域、地区整備計画区域及び壁面の位置の制限は、地区整備計画のとおり」

　盛土は、現況地盤高より盛土してはならない。但し、植栽の維持管理を

するため、最低限度の盛土はこの限りではない。

４　出窓は床から３０cm以上・奥行５０cm以内とする。出窓の各階におけ

　但し、次の各号の一に該当するものを除く。

１　三面開放の自動車車庫で床面積の合計が３０㎡以内のもの。

２　物置その他これらに類する用途に供し、高さ２．２ｍ以下で、かつ

　床面積の合計が５．０㎡以内のもの。

３　簡易な下屋等で敷地境界線に面する長さの合計が４．０以下のもの。

３　周辺との調和を配慮した意匠・色彩とする。

ン及び発光ダイオード等の点灯点滅サインは不可とする。

　建築物に附属する広告物は、次の各号に掲げるものとする。但し、ネオ

建築物等の形態 　条例第７条第２項第１号に定めるものをいう。）であること。

１　自己の居住する敷地内で、その用途に供するもの（埼玉県屋外広告物

　外壁又はこれに代わる柱の面（外階段、バルコニー及び手すりを含む）

又は意匠の制限

は、壁面とみなす。

　る敷地境界線に面する長さの合計が２．０ｍを超える場合は、出窓一ケ

　所につき３ｍ以内かつ各階外壁の長さの１／３以内とする。

建築物等の高さ 　建築物の高さの最高限度は、９ｍ以下かつ地階を除き２階以下とし、建

の最高限度 築物の軒の高さの最高限度額は、７ｍ以下とする。

２　表示面積の合計は１㎡以内とする。

しない。なお、１７０㎡未満の敷地が１７０㎡以上となり当該規定に適合

するに至った場合は、当該規定を適用する。

　建築物の壁面から道路境界線及び隣地境界線までの距離が１階は１．０

ｍ以上、２階は１．３ｍ以上後退しなければならない。

　但し、地区整備計画図に表示する太線部分の隣地境界線からの後退距離

は、１階は１．２ｍ以上、２階は１．８ｍ以上でなければならない。

５　全各号の建築物に附属するもの

　建築物の敷地面積の最低限度は、１７０㎡以上とする。但し、当該規定

建築物の敷地 が定められた時点において本地区整備計画の規定に適合しないことになる

面積の最低限度 敷地について、その全部を一の敷地として使用する場合は当該規定を適用

建築物等の用途 　その用途に供する部分の床面積の合計が５０㎡以内かつ延べ面積の１/

の制限 　２以上を居住の用に供する兼用住宅

３　建築基準法別表第２（い）項第９号に掲げる公益上必要な建築物

４　地域集会所
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地区の区分
Ｂ地区　（住宅街）

約　２４．３ｈａ
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　次の各号に掲げる建築物以外の建築物は、建築してはならない。

１　一戸建住宅

２　建築基準法施行令第１３０条の３第６号で定めるもの及び診療所で、

　備　考

垣又はさくの

構 造 の 制 限

１　道路側の垣柵は、生垣のみとする。

２　隣地側の垣柵は、生垣又は鉄柵・金網等の透視可能な柵で、地盤から

　の高さを１．５ｍ以下とする。


